
【事業規模】

総学級数：18学級　720人

中学校：６学級　240人（１学年２学級80人）

高等学校：12学級　480人（１学年４学級160人）

国際バカロレアコース（仮称）　　１学年20人程度

コミュニケーションコース（仮称）　１学年70人程度

サイエンスコース（仮称）　１学年70人程度

敷地面積　約26,111㎡（13,000㎡＋13,111㎡）

延床面積　約19,984㎡（既存校舎6,224㎡＋増築校舎13,760㎡）

【事業費等】

［総事業費］

（事業費内訳） （財源内訳）

工事費 国庫補助金

設計費 起債

内部設備費 一般財源

［維持管理費］ ／年

（ＩＢ認定申請経費、人件費、ランニングコスト等）

平成25年９月 国家戦略特区申請

平成26年５月 本市を含む関西圏が特区として認定される

平成27年９月 国家戦略特別区域法が改正され、公設民営学校の設置が可能となる

平成28年11月 関連条例案を市会上程

平成29年１月 事業者公募開始

平成29年３月 事業者決定

平成29年５月 事業者指定議決

平成29年度 実施設計（改修）、基本設計（増築）

平成30年度 工事（改修）、実施設計（増築）

平成31年度 開校

平成32～33年度 工事（増築）

平成34年度 工事（増築）竣工

大規模事業評価調書

事業名・場所

担      当

事業内容

　国際的に評価の高い教育プログラムである国際バカロレア認定コースと特色ある学科を併せ
持つ中高一貫教育校を、国家戦略特別区域における学校教育法の特例を活用し、民間事業者に
公立学校の管理運営を委託する公設民営の手法を用いた公立国際教育学校等（国家戦略特別区
域法第12条の３（別紙２参照））として開設する。

教育委員会事務局 総務部 教育政策課　公設民営学校Ｇ（電話番号：06-6208-9747）

公設民営学校（国際バカロレア等）の設置
 住之江区南港中2丁目7-18
 住之江区南港中3丁目7-13

事
業
の
概
要

事業目的

　国際社会でリーダーシップを発揮し活躍するための英語による優れたコミュニケーション能
力の習得と、自国の伝統や文化に根ざした国際理解教育に重点を置いた教育活動を通じ、地球
的視野に立って行動するための態度・能力を育成し、大阪の産業の国際競争力の強化及び大阪
における国際的な経済活動の拠点の形成に寄与する人材を育てることを目的に、新たな中高一
貫教育校を開設する。

約600～800百万円

5,450百万円

210百万円

505百万円

4,601百万円

1,494百万円

事業規模

（別紙１参照）

70百万円

事業スケジュール

グローバル探究科（仮称）

6,165百万円

資料３
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①国際バカロレア（以下「ＩＢ」という。）について
・

・

・

②ＩＢＤＰの概要
・

・

・

③ＩＢ認定校の必要性
・

・

・

④ＩＢ認定校を本市が設置する必要性
・

・

・

⑤ＩＢ認定校を設置する適時性

・

・

⑥ＩＢ認定校を公設民営学校として設置する必要性
・

・

　公設民営学校での教育実践をもとに、本市の高等学校や小中学校において、ＩＢの手法に
よる課題探究型プログラムの手法を取り入れたカリキュラム開発を行うといった効果が期待
でき、本市学校教育全体の学力向上に寄与できる。

(1)事業の必要性

　３つのコア科目（「知の理論（ＴＯＫ：Theory of Knowledge）」「課題論文（ＥＥ：
Extend Essay）」「創造・活動・奉仕（ＣＡＳ：Creativity／Activity／Service）」）
と、６つのグループ（「言語と文学（母国語）」「言語習得（外国語）」「個人と社会」
「科学」「数学」「芸術」）に属する科目とを学習する。

　ＤＰの課程を修了し、資格取得のための統一試験に合格することで、ディプロマ資格を取
得することができる。ディプロマ資格は、国際的に認められている大学入学資格の１つであ
り、日本においても、昭和54年に、「国際バカロレア資格を有する者で18歳に達したもの」
について、大学入学に関し高等学校を卒業したものと同等以上の学力があると認められる者
として指定された。

　国際バカロレア（International Baccalaureate）とは、国際バカロレア機構が提供する
国際的な教育プログラムであり、全人教育を通じて、主体性をもちバランス感覚に優れた、
国際社会で貢献できる人材の育成を目的としており、世界140カ国以上、4,400校以上の学校
で導入されている（平成28年２月１日現在）。

　３歳～19歳の生徒を対象にした年代別のプログラムを通じて、生徒が将来、急速に進むグ
ローバル社会を生き抜く上で、課題探究型の学習を通して、地域社会や国、そしてグローバ
ルなコミュニティーの責任ある一員となれる人物を育成する。

　そのうち、16～19歳を対象としたものが、ディプロマプログラム（Diploma Programme。
以下「ＤＰ」という。）であり、日本では、主に高２・高３の２年間で履修する。

　大学教養課程レベルとされる高度な学習内容に触れながら、教育スタッフと生徒、生徒同
士がディスカッションなどを行い、問題解決に向け課題を多面的に分析する探究型の授業を
行う。

　グローバル化や情報化が進展する社会の中で、新しい時代に求められる資質・能力を育成
することがより一層重要になることから、課題の発見・解決に向けた主体的・協働的な学び
である「アクティブ・ラーニング」の視点からの学習・指導方法の改善などが、次期学習指
導要領の改訂のポイントとして取り上げられている。

　国際バカロレアは、全人教育を通じて、主体性をもちバランス感覚に優れた国際社会で貢
献できる人材の育成を目的として、世界の多くの国で実施されている教育プログラムであ
り、すべての授業が学習者である生徒を中心に進められるアクティブ・ラーニングのプログ
ラムである。

　世界基準のアクティブ・ラーニングのプログラムである、「国際バカロレアプログラム」
の導入が、新しい時代の人材育成に効果的である。

　民間のノウハウを導入することにより、民間の海外ネットワークを活用し、ＩＢ教育の経
験が豊富な外国人教員等の人材を確保するとともに、海外大学進学等の生徒の多様なニーズ
に応える進路指導を行うことができる。

　さらには、本市教員を公設民営学校へ研修派遣することにより、公設民営学校で実施され
る民間のＩＢの教育ノウハウなどを本市の学校教育全体へ還元することが可能となる。

　日本の成長をけん引する東西二極の一極として、大阪市から、世界に羽ばたき、イノベー
ションを牽引するグローバル人材を育成する必要があり、ＩＢ認定校を設置し育成を図る。

　関西圏のＩＢ認定校は全て私立であり、帰国子女やインターナショナルスクール出身の生
徒が多く在籍しており、特別な英語力をもたない児童生徒の入学は困難である。本市が公立
学校として通学至便な大阪市内にＩＢ認定校を設置し、保護者の経済力によらずＩＢプログ
ラムの提供が可能となる。

　ＩＢの導入については、国を挙げた政策であり、経済界からの要望もあり、その機運が高
まってきている。

　国内においてＩＢ導入に当たって困難とされていた課題について、外国人指導者等に対す
る特別免許状の授与促進やＩＢの導入促進のための教育課程の特例措置など、国において解
消策がとられてきている。
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⑦ニーズの動向

・

・

・

⑧公設民営学校の手法を実現する適時性

・

・

・

①施策目標等に対する貢献度

・

・

・

・

・

・

②英語学習

・

・

・

③資格取得

・

・

　中学校においては、専任外国人教員による会話を重視した生きた英語教育を実施すること
とし、英語の授業時間を増時間する。

　高等学校においては、多数者間折衝・交渉が可能なレベルの英語運用能力を身につけるた
め教育課程を実施する。

　ＩＢコースの生徒は、ＩＢＤＰの最終試験に合格すれば、国内大学のみならず、海外大学
の受験資格が得られるため、幅広い生徒の進学のニーズに応えることが可能となる。

　本市は平成25年９月に特区における事業提案として公設民営学校の設置を提案した。その
際、事業を特区のプロジェクトとして採用する際の検討の視点として「概ね５年以内にはプ
ロジェクトが効果を発現すると見込まれるものであること。」とされており、特区の事業と
して採用された本事業については、平成30年度以降早期に実現することが求められている。

　「大阪の成長戦略」に掲げられた「成長のための５つの源泉」の一つである「人材力」に
関し、「国際競争を勝ち抜くハイエンド人材の育成」や、「外国人高度専門人材の受入拡
大」に寄与する。

　ＩＢＤＰを実施または実施しようとしている学校数は、平成26年４月時点では19校だった
が、平成28年２月時点では26校と増加している。

　「大阪の国際化戦略」に掲げられた「国際競争力強化のための５つの核」の一つである
「世界で通用するグローバル人材」の育成に寄与する。

　「大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げられた「子どもが元気で若者・女性が
活躍できる社会をつくる」ための具体的な施策である「学校教育の質の向上（マネジメント
体制の強化）」に寄与する。

(2)事業効果の妥当性

　上記の英語教育を重視した学習を実施し、全コースの生徒について、高等学校卒業時に、
英検準１級、TOEIC 730点以上の取得をめざすとともに、ＩＢの手法を取り入れた課題探究
型授業を実施し、グローバル人材を育成する。

　「大阪市教育振興基本計画」に掲げられた「教育改革の推進」のための「ガバナンス改
革」として「民間や広域行政との適正な役割分担を進める」ため、行政が関与する領域か民
間に任せる領域かといった視点から事業の内容を精査し、民間において成立している事業に
ついては、民間に任せるという市政改革の基本的な考え方に基づき、新中高一貫教育校を公
設民営の手法により開設することにより実現する。

　「平成28年度　市政運営の基本方針」に掲げられた「官民の最適な役割分担のもと、地下
鉄・バス事業や水道事業をはじめとした官が担っている事業を民間が担うことにより、コス
ト削減とサービス向上が期待できるものは積極的に民間開放を推進する。」（３(2)②官民
連携・府市連携の推進）を、公立学校運営において実現する。

　平成28年度「局運営方針」において重点的に取り組む主な経営課題として挙げている「学
校教育の質の向上」について、これを解消する戦略である「学校の活性化」のための具体的
取組の１つとして、「公設民営学校（国際バカロレア等）の設置」を実現する。

　保護者への聞き取り調査（平成28年４月実施）において、「大阪市立の学校で国際バカロ
レアの教育課程を持つ高校や理念をもつ中学校ができたら、学ばせたいか」という質問に対
し84％が「そう思う」又は「多少そう思う」と回答している。

　ＩＢＤＰ資格による入試を実施しているまたは実施しようとしている大学数は、平成26年
４月時点では13校だったが、平成27年６月時点では40校と全国的に著しく増加している。

　英語教育に重点を置いた教育課程を編成し、「国語」以外の一部の教科等において専任外
国人教員による英語を用いて授業を行う「イマージョン授業」を実施するとともに、学校生
活全般を通じコミュニケーションツールとして英語を使用する機会を多く設定する。

(1)事業の必要性

　また、平成27年９月１日の特区法及び関係政省令の改正により、公設民営学校の設置の法
制度化が措置され、公設民営学校を設置することが可能となったが、特区の基本方針におい
ては、特区制度の運用の原則として「スピードを重視」することが掲げられており、早急に
事業に着手し、開校する必要がある。

　民間事業者のノウハウを活かした海外留学基金の提供や海外及び国内のＩＢ認定校との互
いの地域の伝統・文化に関する授業交流など、公よりも優れた提案も期待でき、これからの
時代に合った多様性のある先進的な教育の提供を可能とすることからも、早期に開設する必
要がある。
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①学校規模・設置コースについて

・

・

・

・

・

②施設規模について

・

・

・

③建設工事費について

・

・

④維持管理費について

・

・

⑤収益について

・

・

(3)事業費等の妥当性

8,661

17,000

75,988

23,879

工事費

95,714

544,396

4,351,660

333,503 374,040

設計費

3,063

　既存校舎を最大限活用した上で不足する教室等を増築することで、全面改築する場合と比
較して建設工事費を抑制することが可能である。

505,000 6,165,393

内部設備費 計

100,000 207,438

100,000 678,816

事務費等

17,420

177,451

11,658

　　中学校（240人） … 校舎1,800㎡以上、運動場3,600㎡以上

　　高等学校（480人） … 校舎3,360㎡以上、運動場8,400㎡以上

　既存の中高一貫教育校（咲くやこの花中・高）及び平成24年４月に開校した大阪ビジネス
フロンティア高等学校の面積を参照の上、整備を行う。

　国際バカロレア認定を受けるために必要な施設整備を行うため、同認定を受けている札幌
市立札幌開成中等教育学校の面積についても参照の上、整備を行う。

南港緑小既存校舎改修

南港渚小既存校舎改修

南港渚小増築校舎建設

南港緑小整備

総事業費 209,592 5,325,273 125,528

　維持管理費の見込額の内訳は次のとおりである。既存校と比較すると、ＩＢ認定関係費用
の分だけ増加することとなる。ＩＢ認定関係費用については、年会費や定期的な評価訪問を
受ける際の費用、研修参加の費用等が挙げられる。

　入学検定料（2,200円）、入学料（5,650円）及び授業料（年間118,800円）が本事業に関
する収益となる。

　なお、公設民営の手法を用いるものの、公立学校であるため、他の既存の高等学校と同額
とし、授業料を上乗せすることはしない予定である。

総計 722,000

内訳 見込額

（単位：千円）

ＩＢ認定関係費用

660,000

40,000

19,000

3,000

人件費等

学校維持運営費

中学校給食実施費

　「国際バカロレアコース」については、ＩＢＤＰの全課程を修了し、ディプロマ資格を取
得することを目的とする。なお、ＩＢＤＰの全課程を修了するための教育課程上、ＩＢＤＰ
導入校の事例を踏まえると、１学年20人程度が指導する上でも適正規模であると考えてい
る。

　「グローバルコミュニケーションコース」及び「グローバルサイエンスコース」について
は、ディプロマ資格の取得を目的としないが、ＩＢＤＰの授業を科目単位で受講可能とする
とともに、ＩＢの手法を用いた課題探究型授業を中心とした英語運用能力を身につけるため
の教育課程の実施により、それぞれの分野で国際的に活躍できる人材の育成を行う。

　高等学校で設置する学科は、「グローバル探究科」の１学科のみとし、生徒の進路希望や
特性を踏まえ、高校２年生次にコース選択を行うものとする。

　高校２年次以降のコース選択については、「国際バカロレアコース」、「グローバルコ
ミュニケーションコース」、「グローバルサイエンスコース」の３つのコース分けを行う。

　中学校２学級、高等学校４学級（内部進学２学級、外部進学２学級）を予定している。な
お、学級数については、将来的な生徒数の減少を見据え、大阪府とも連携しながら市立高校
の再編整備を合わせて行うものとする。

（単位：千円）

　維持管理費については、公設民営の手法を用いるため、既存の公立学校の運営に必要な維
持管理費を委託料として受託法人に支出することとなる。

　建設工事費の見込額の内訳は次のとおりである。なお、既存の中高一貫教育校である咲く
やこの花中学校・高等学校の建設工事の決算額を参考で示している。

咲くやこの花中・高 104,521 5,877,555 134,577 481,321 6,597,974

300,000 4,905,099

5,000

　文部科学省が定める中学校設置基準及び高等学校設置基準を踏まえ施設整備を行う。
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①公設民営学校の事業スキームについて

・

・

・

・

②事業実施場所の検討

・

・

・

③他の市所有地の活用の検討

・

・

・

・

・

④既存校舎の活用の検討

・

・

・

　南港緑小学校及び南港渚小学校の既存校舎は、昭和55～57年度に建設された鉄筋コンク
リート造であり、大規模な改修工事を行えば今後20～30年は使用可能である。

　しかしながら、直線距離で約100ｍ程度の距離ではあるが、校舎が２つの敷地に分散して
しまうことは学校運営上非効率であることから、一方の校地に校舎を集約することとする。

　具体的には、将来的には南港渚小学校の校地に校舎を集約することとし、同校の既存校舎
を大規模改修の上、グラウンドに新校舎を増築するものとする。なお、南港緑小学校の既存
校舎については、南港渚小学校の新校舎竣工までの間は大規模改修を行わずに使用し、新校
舎竣工後は解体しグラウンドとして使用するものとする。

　本事業を本市所有の活用検討地で検討した場合、公設民営学校の建設に適した用地が存在
しなかった。そのためこれまでの高校再編で廃校となった、市岡商業高校跡地、此花総合高
校跡地、扇町高校跡地で建設するとした場合で検討する。

　市岡商業高校跡地は敷地面積、敷地形状ともに建設は可能だが、校舎は、昭和30年代に建
設されたもので、現在は危険建物であり、改修程度では使用に耐えない建物である。このた
め、既存校舎の解体・増築が必要であり、早期の開校が不可能となる。

　一方で、南港緑小学校及び南港渚小学校については、両校の敷地は直線距離で約100ｍ程
度の距離であり、２校の敷地を合わせると十分な敷地面積（約26,111㎡（13,111㎡＋13,000
㎡））を確保することが可能である上に、既存校舎についても改修して使用することが可能
であるため、早期の開校が可能となる。

　扇町高校跡地は敷地面積が狭隘（10,909㎡）のため、公設民営学校に必要な施設を整備す
ることは困難である。

　此花総合高校跡地は敷地面積、敷地形状ともに建設は可能だが、交通の利便性及び同一区
内に中高一貫教育校をすでに設置している（咲くやこの花中学校・高等学校）ことから、公
設民営学校を設置することは適当ではない。

　教育委員会は、民間事業者から報告書の提出等を求めるとともに、実地調査を行うなどし
て必要な指示を行うこととする。なお、万が一民間事業者が本校の管理を継続することがで
きない事態が生じた場合は、教育委員会が責任を持って学校運営を継続するものとする。

(4)事業の整備･運営
   手法の妥当性

　学校の管理運営を民間事業者に委託する公設民営の手法により、公立学校としての教育水
準及び公共性を教育委員会が担保する。また、現行の公務員制度とは異なり、外国人教員等
も含めて、能力等に応じた柔軟な処遇や配置により、多様な人材を安定的に確保していくこ
とが可能となる。

　「大阪の成長戦略」に掲げられた「成長のための５つの源泉」の一つである「都市の再
生」において、「企業・人材・情報が集い、イノベーションが生まれる都市づくり」として
「国家戦略特区等を活用し、都市部の各拠点（「夢洲・咲洲地区」など）が機能分担・連携
しつつ、国際ビジネス、イノベーション、文化・芸術、インバウンド機能の充実など国際競
争力の高い一体的な地域を形成する」方向性が示されている。

　本事業については、「大阪の成長戦略」の一つである「人材力」において、「国際競争を
勝ち抜くハイエンド人材の育成」及び「外国人高度専門人材等の受入拡大」の具体的取組と
して位置づけられているところであるが、実施場所についても「大阪の成長戦略」の趣旨・
目的へ寄与する観点から、咲洲地区において本事業を実施するものとする。

　また、本市としては、南港緑小学校及び南港渚小学校がある南港ポートタウンを「咲洲
ウェルネスタウン構想特区」と位置付け、南港ポートタウンの再生に向けて市として特別な
施策を講じていくこととしていることから、公設民営学校の設置という施策を通じ、構想の
実現を図るものとする。

　指定管理法人となる民間事業者については、特区法において、学校法人、準学校法人、一
般社団法人、一般財団法人、ＮＰＯ法人の非営利団体に限られている。なお、学校長も含め
た教職員については民間事業者が直接雇用することとなり、教育委員会は公設公営の際に必
要な人件費相当額を委託料として支出する。

　学校の管理運営は民間事業者が行うものの、大阪市が設置する公立学校であるため、生徒
が負担する授業料等については他の既存の公立学校と同じ扱いとなる。
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⑤ＰＦＩ方式の活用の検討

・

・

・

①環境への配慮をした設備

・

・雨水貯留槽の設置

・太陽光パネルの設置

②環境への影響と対策

・

・

　中学校及び英語科系の高等学校は環境に影響を及ぼす特殊施設を有しないことから、騒
音・振動による影響や、大気・自然環境等に与える影響は極めて少ないと考えられる。また
施工時の騒音、振動や砂埃などを可能な限り回避または低減するよう万全の対策を検討す
る。

　事業手法として、ＰＦＩ方式活用の可能性を検討したが、以下に掲げる理由から、ＰＦＩ
方式の活用は適切でないと判断するものである。

　教育内容を含む学校管理等の事業の一体性からすると、ＰＦＩの実施主体と本事業の実施
主体は同じである必要があることから、ＰＦＩ方式の活用は適切でないと判断するものであ
る。また、本事業の実施主体となれる学校法人等が建物の設計・建設・維持管理の全てのノ
ウハウを持っていてＰＦＩの主体となることができるとは考えにくい。

　「法人その他の団体」が実施主体となることができる指定管理者制度と異なり、制度上、
本事業の実施主体（指定公立国際教育学校等管理法人）は学校法人等に限られているが、Ｐ
ＦＩでよく利用される特別目的会社（ＳＰＣ）は株式会社であることから、本事業の実施主
体となることができない。

公設民営学校は、事業者にとって学校運営自体が収益を目的とする事業でないため、ＰＦＩ
事業者の経営努力による人件費等の合理化などのメリットなどが充分に発揮されず、経営削
減効果がそれほど大きくない。

(4)事業の整備･運営
   手法の妥当性

ＬＥＤ照明の設置

　照明については全てＬＥＤ照明とする。なお、改修する既存校舎についても、全てＬＥＤ
照明に付け替える工事を実施する。

　地下に雨水貯留槽を設置し、雨水の有効利用を行うものとする。

(5)環境への配慮

　工事期間中は、騒音対策や、工事車両通行時の安全対策など、周辺地域への配慮を行う。

　既存校舎に太陽光パネルを設置しているため、改修後も有効活用する。
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（別紙１） 
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